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３．計画に基づき実施する事業 
  

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

 
(1)事業の内容等 
事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機

能又は病床数の変更に関する事業 

標準事業例 
 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

６０３,０６０千円 
単独支援給付金支給事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

南渡島、札幌、後志、南空知、中空知、東胆振、上川北部、北網、縁紋、 

十勝、釧路 

事業の実施主体 北海道内の医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウ

イルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、

地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要 

 アウトカム

指標 

令和３年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数  １４医療機関 

高度急性期病床  ６床→６床 

急性期病床  ７８４床→５８７床 

回復期病床  １３８床→２１７床 

慢性期病床  ３８０床→１７９床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床

機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 

アウトプット指標 対象となる医療機関数１４医療機関 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医

療機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取

組の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

603,060 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

145,008 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

603,060 民 (千円) 

458,052 その他（Ｂ） (千円) 

0 

備考（注２）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
10 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

201,218千円 
在宅医療提供体制強化事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 医療機関、地区医師会、市町村 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 今後増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービス

を供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要 

 アウトカム

指標 

訪問診療を実施している医療機関数（人口 10万人対） 

H30：15.1 → R3：18.0 

事業の内容 ○ 在宅医と在宅医療未経験医師によるグループを編成し、日常の診療時

における指導・助言や定期的なカンファレンス・学習会を通じて、新た

な在宅医を養成するとともに、急変時受入医療機関もグループに加え、

受入病床の確保と医師の負担軽減を図る。 

○ 携帯型エコーなど医療機関が訪問診療の充実のために行う機器整備に

対し支援。 

○ 訪問看護ステーション不足地域での設置など在宅医療の推進に取り組

む市町村を支援。 

○ 在宅医療に係る ICT ネットワークの構築及びネットワーク導入に向け

て ICT専門家からアドバイスを受ける際に要する費用に対して支援。 

○ 在宅医療に従事しようとする医師向け研修等在宅医療に関する各種研

修会の実施や在宅医療に関する専門家を地域に派遣を行うとともに、保

健所に設置している多職種連携協議会による市町村間の情報を共有する

など事業内容の充実に向けた支援を行う。 

アウトプット指標 ○ 在宅医を中心とするグループ制の運営      [13 グループ] 

○ 在宅医療を行う医療機関が少ない地域の体制確保 [５グループ] 

○ 在宅医療の推進に資する市町村の取組      [10 グループ] 

○ 訪問診療用ポータブル機器等設備整備      [17 グループ] 

○ 在宅医療に係る ICTネットワークの構築     [３グループ] 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

各種事業を通じて在宅医療を実施する医療機関の拡大が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

201,218 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

24,972 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

97,142 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

48,572 

民 (千円) 

72,170 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

145,714 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

55,504 

(千円) 

31,714 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
7 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,420千円 
小児等在宅医療連携拠点事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 医療機関、訪問看護指定事業所、医師会、市町村等 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅で医療的ケアを必要とする小児等に対して、適切な医療・福祉・教

育を提供できるよう在宅医療に係る体制整備が必要。 

 アウトカム

指標 

小児の訪問診療を実施している医療機関のある二次医療圏数 

H30：８圏域 → R3：11圏域 

事業の内容  小児在宅医療の推進に向け、関係団体、日常的な療養支援を行う医療機

関や後方支援を行う地域の中核医療機関、高度専門医療機関など関係者で

構成する会議を開催し、現状・課題の共有や今後の具体的取組に関する協

議を実施。また、小児在宅医療に積極的な医療機関等について、「小児在

宅医療連携拠点」として整備するため、以下の取組を支援。 

①医療従事者等を対象とした小児在宅医療に関する研修会の開催 

②地域の小児在宅医療の関係者の連携促進に向けた意見交換会等の開催 

③患者、家族に対する相談支援の場づくり 等 

アウトプット指標 ① 小児等在宅医療連携拠点の設置   ［９か所］  

② 小児在宅医療推進協議会での（全道・圏域）協議等実施圏域数 

［22 か所］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 拠点が行う様々な活動を通じて、小児等の訪問診療を実施する医療機関

のある二次医療圏域の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,420 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,831 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

12,946 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,474 

民 (千円) 

7,115 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,420 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
15 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

88,579千円 
精神障がい者地域移行・地域定着促進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道（相談支援事業所に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

精神科長期入院患者の地域移行（退院促進）と、退院後の再入院を防ぐ地

域定着の取組を推進することが必要。 

 アウトカム

指標 

① 精神病床における 65 歳以上及び 65 歳未満の入院１年以上の長期入院

患者数 R1:9,570人→R3：9,570人（現状以下） 

            （65歳以上 6,430人、65 歳未満 3,140 人） 

② 保健・医療、福祉関係者による協議の場の設置 

障がい保健福祉圏域ごと R2:21カ所→R3:21カ所 

事業の内容 【地域移行（退院促進）・地域定着（訪問等）支援】 

精神科病院に医療保護等により入院している者に関し、早い段階から本人及

び医療関係者等へ退院に向けた意欲の向上を図る。また、精神保健福祉法に

より、精神科病院において義務づけられている退院促進の取組（退院支援委

員会に対する参画等支援、退院支援に向けた関係機関との協議会や研修会の

開催等）に対する支援を行い、円滑な地域移行を図るとともに、地域の精神

患者等に対して、訪問での相談支援等を実施し、地域定着を図る。 

アウトプット指標 主なアウトプット指標 計画 実績（見込） 

障がい保健福祉圏域を単位とした地域移

行・地域定着拠点（精神障害者地域生活

支援センター）の整備 

21 か所 ―か所 

相談対応人数 延べ 941 人 ―人 

（うち退院者数） 延べ 13 人 ―人 
 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

アウトプット指標の達成がアウトカム指標の達成に資する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

88,579 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

59,052 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

29,527 

民 (千円) 

59,052 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

88,579 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

59,052 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
16 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

38,270千円 
在宅歯科医療連携室整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 一般社団法人北海道歯科医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

要介護高齢者は低栄養に陥りやすいことから、在宅歯科医療により咀嚼・

嚥下機能などの口腔機能を維持することが必要。 

 アウトカム

指標 

①低栄養状態（ＢＭＩ20.0 以下）の高齢者の割合の増加の抑制 

H28：男性 10.8％、女性 14.9％（R3：現状値からの増加の抑制） 

②人口 10万人当たりの在宅療養支援歯科診療所の増加 

R2（12月）：5.67 箇所→ R3：現状値からの増加 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、医科や介護等の他分野との連携を図るた

めの窓口を設置し、道民や在宅歯科医療を必要とする要介護者・家族等の

ニーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及び医科、介護等の他分

野との連携体制を構築する。 

アウトプット指標 ①在宅歯科医療連携室整備数 ６圏域 

②相談件数 720件 

（うち地域の歯科医療機関による訪問診療件数 330 件） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅歯科医療連携室を整備し訪問診療等を行うことにより、要介護高齢

者の口腔機能を維持し栄養状態の悪化を防ぐとともに、在宅歯科医療体制

の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

38,270 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

25,513 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,757 

民 (千円) 

25,513 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

38,270 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅱ 在宅医療・介護サービスの充実のために必

要な事業 

標準事業例 
22 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,985千円 
訪問薬剤管理指導実施体制整備促進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道薬剤師会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療を推進していく中で、高齢者や認知症患者は、自分で服

薬管理することが難しく、薬の飲み忘れや飲み間違いがあった場合には、

重篤な健康被害が生じる恐れがあることなどから、適切な服薬管理指導を

行える体制整備が必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 

在宅患者調剤加算を算定している薬局数の増加 

R2：851薬局（R3.3.1時点） → R3：現状値より増加 

事業の内容 入院から在宅医療への円滑な移行を推進するため、薬局による在宅患者

への服薬管理指導（訪問薬剤管理指導等）の定着に向けた研修事業及び普

及啓発の実施を支援。 

アウトプット指標 ① 在宅医療推進研修会への参加薬局数   ［300 薬局］ 

② 在宅医療推進研修会への参加薬剤師数 ［500 人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

薬局薬剤師による在宅医療の実施により、多職種連携による地域包括ケ

アシステムが推進され、在宅医療を行う医療機関の増加に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,985 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,656 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,329 

民 (千円) 

2,656 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,985 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

83,697 千円 
地域医師連携支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道、北海道地域医療振興財団、医育大学、医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 本道においては、地域における医師不足や偏在が極めて深刻な状況にあ

るため、医師不足の状況を把握・分析するとともに、総合的に医師確保対

策を推進することが必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  道庁内に「地域医師連携支援センター」を設置し、医師の地域偏在の解

消を図る。 

・（公財）北海道地域医療振興財団が実施するﾄﾞｸﾀｰﾊﾞﾝｸ事業への支援 

・地域医療を担う青少年育成事業の実施 ・指導医講習会の実施 

・北海道地域枠制度運営事業の実施 

・産科医・小児科医養成支援特別対策事業の実施 

・道外医師招聘等事業の実施 

・地域住民・団体等による地域の医療機関を支える取組 

・臨床研修医等によるネットワーク構築・就業定着の支援 など 

アウトプット指標 ①ドクターバンク事業による医師の紹介・斡旋［常勤 14 人、短期 3,639 日］ 

②地域医療を担う青少年育成事業の実施［３箇所（100 人）］ 

③指導医講習会の開催        ［１回（40 人）］ 

④交流会・会合を実施した医療機関・住民団体数［12 団体］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 地域医師連携支援センターによる総合的な対策を実施することにより地

域における医師確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

83,697 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

26,784 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

55,798 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

27,899 

民 (千円) 

29,014 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

83,697 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

176,000千円 
地域医療支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 本道においては、地域における医師不足や偏在が極めて深刻な状況にあ

り、安定的に医師を確保する困難であるため、道が医育大学と連携し、地

域へ安定的に医師を派遣することで、医師不足や地域偏在の解消を進めて

いくことが必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  地域医療の確保を図るため、医育大学と連携の上、地域医療支援センタ

ーを設置し、道内の医師不足地域に対して安定的に常勤医師を派遣する。 

アウトプット指標 ①旭川医科大学地域医療支援センターからの常勤医師派遣 ［７人］ 

②北海道大学地域医療支援センターからの常勤医師派遣  ［15 人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 地域医師連携支援センターによる総合的な対策を実施することにより地

域における医師確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

176,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

117,333 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

117,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

58,667 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

176,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

322,341千円 
医師養成確保修学資金貸付事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 地域における医師不足や偏在が極めて深刻な状況にあるため、将来の地

域医療を担う医師の養成・確保を図るためには、地域枠制度（修学資金貸

付制度）を安定的に運営することが必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  卒業後一定期間道内の地域医療に従事することを条件に、道内の大学の

医学部に入学した者に対して、卒後９年間のうち、知事が指定する公的医

療機関等に５年以上勤務した場合に返還免除となる修学資金を貸し付け

る。 

アウトプット指標 ①地域枠学生への修学資金の新規貸付    ［32 人］ 

②地域枠医師の研修・勤務        

初期臨床研修・選択研修人数      ［109 人］ 

地域勤務人数             ［67 人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 卒後、一定期間の地域勤務が義務づけられていることから、医師不足地

域に勤務する医師の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

322,341 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

214,894 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

107,447 

民 (千円) 

214,894 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

322,341 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,558千円 
医学生等地域医療体験実習支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道、医育大学 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 本道においては、地域における医師不足や偏在が極めて深刻な状況にあ

るため、道内医育大学の学生に対し、地域医療に対する理解醸成により、

将来の地域勤務の促進を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  道内医育大学の地域枠入学生など本道の地域医療に興味を有する医学生

や医療従事者を目指す学生を対象に、地域医療に従事している医師や関係

者、地域住民等との意見交換や交流などの学外実習の実施により、地域医

療に対する理解と意欲を高め、将来の地域勤務の促進を図る。 

アウトプット指標 地域医療実習参加学生数［257 人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 多くの医学生等が地域医療体験実習に参加することにより、地域医療に

対する理解と意欲が高まり、将来の地域勤務の促進が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,558 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

7,038 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,038 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,520 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,558 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,718千円 
総合診療医確保推進等事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道、総合診療専門研修基幹施設等、日本プライマリ・ケア連合学会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 地域における医師不足や偏在が深刻な中、医師が不足する地域で診療科

ごとに専門医を確保することは困難であるため、地域の医療機関で幅広い

診療に対応できる総合診療医の確保が必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  総合診療専門医の養成については制度として確立してきたものの、今

後、専門医取得後の医師が道内で指導医となり、自身も地域に定着しつ

つ、新たな総合診療医を育成する仕組みを構築する必要があるため、専門

医が勤務する医療機関において、当該専門医を指導医として養成する取組

（総合診療専門研修）に対し支援を行う。 

 また、地域の医療、介護保険等の様々な分野において地域のニーズに対

応する多くの総合診療医を養成し、道内各地域の診療所や病院に勤務する

医師を増やすために、総合診療領域に係る普及・啓発を実施し、将来の総

合診療医の養成を図る。 

アウトプット指標 ① 総合診療専門研修基幹施設等数（支援対象施設数） ［７施設］ 

② 研修会開催回数／参加学生数、研修医数    ［２回／90 人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,718 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

1,311 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,572 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,287 

民 (千円) 

1,261 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,859 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

3,859 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
26 

事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

152,843 千円 
緊急臨時的医師派遣事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道、北海道病院協会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 本道においては、地域偏在が極めて深刻な状況にあるため、都市部の医

療機関から医師確保の難しい地域へ医師を派遣することにより、地域偏在

の解消に取り組むことが必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  地域の医療機関における深刻な医師不足の状況を踏まえ、北海道医師会

や北海道病院協会等の関係団体の協力を得ながら、都市部の医療機関から

医師確保の難しい地域の医療機関に医師を派遣することにより、緊急臨時

的な医師派遣の体制整備を行う。 

アウトプット指標 ① 緊急臨時的な医師派遣日数（延べ日数）  ［2,358 日］ 

② 緊急臨時的な派遣先医療機関数（派遣を受ける医療機関数） 

                      ［23 施設］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 医師確保が困難な医療機関に緊急・臨時的に医師を派遣することにより、

医師不足が深刻な地域の医療が確保される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

152,843 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

101,895 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

50,948 

民 (千円) 

101,895 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

152,843 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
26 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

58,000千円 
専門研修受入促進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道（旭川医科大学、札幌医科大学に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

専門医制度に対応しなければ医師確保が一層困難となるため、専門研修

受入に向けた課題を整理し、一層の医師確保を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容 専門研修受入促進に向けた課題の整理を医育大学に委託する。 

○ 医学生や初期研修医が専門研修先に求めるニーズの把握 

○ 専門研修受入促進に向けた症例数確保や医療機器等の課題の整理、ニ

ーズを踏まえた対応策の検討 

○ 研修体制構築（指導医確保など）に向けた課題の整理 など 

アウトプット指標 各大学において、次の年間目標を達成する。 

① 地域医療に係る研究  ［７件（旭医５、札医２）］ 

② 研修医養成に係る研修 ［８件（旭医６、札医２）］ 

③ 道立病院へ医師派遣  ［５人（旭医４、札医１）］（常勤換算） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

各講座で目標を達成することで、新専門医制度の課題の整理が進み、地域

の医療ニーズへの対応が図られる。  

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

58,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

32,000 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

32,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,000 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

48,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

10,000 

備考（注３）  
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 14（医） 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

60,629千円 
救急勤務医・産科医等確保支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 二次救急医療機関等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

救急勤務医の疲弊や産科医師不足、また、新生児医療に対する需要が高

まる中で新生児医療担当医の確保が課題である。救急医療・周産期医療体

制を維持・継続するため手当支給による救急勤務医や産科医等の処遇改善

が必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：病院群輪番制の実施、地域周産期母子医療センター整備

の二次医療圏の維持 

○ 病院群輪番制実施二次医療圏数の維持[H28:21 圏域→R3:21 圏域］ 

○ 地域周産期センター整備二次医療圏数の維持[H28:21圏域 

→R3:21圏域] 

事業の内容 救急医療機関において休日及び夜間の救急医療に従事する医師や地域で

お産を支える産科医等、ＮＩＣＵにおいて新生児医療を担当する新生児科

医に手当を支給することにより、処遇改善を通じた医師の確保を図るとと

もに、臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対

し研修医手当を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を

図る。 

アウトプット指標 ①救急勤務医手当支給医療機関数[対象医療施設数（支給対象医師数）] 

［36施設（951人）］ 

②分娩手当支給医療機関数[対象医療施設数（支給対象者数）] 

 ［50施設（420 人）］ 

③新生児医療担当医手当支給医療機関数[対象医療機関数（支給対象医師数） 

 ［５施設（29人）］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

救急医療機関等の勤務医師、地域でお産を支える産科医、新生児医療を担

当する新生児科医、産科研修医等への手当支給による処遇改善を図ること

で、医療提供体制の維持・強化が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

60,629 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

24,252 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

40,419 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

20,210 

民 (千円) 

16,167 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等
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60,629 （再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
32 

事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

50,148 千円 
医師就労支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道医師会、医育大学、医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 本道においては、地域における医師不足が極めて深刻な状況にあり、女

性医師の割合が増加する中、女性医師の道内での就労環境を整備し、離職

防止や復職を推進していくことで、医師を安定的に確保していくことが必

要。 

 アウトカム

指標 

①北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

H30：12,848 人（医師確保計画策定時直近値）→ R3：H30 医師数以上 

②医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域  → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  子育て中等の医師の道内での就業確保を図るため、利用可能な勤務形態

や支援制度などの相談体制・取組を整備し、働きやすい職場環境づくりを

総合的に推進することにより、医師を安定的に確保する。 

アウトプット指標 ① 相談窓口の設置数（相談件数）      ［４箇所（200 件）］ 

② 復職研修の実施箇所数（復職医師数）   ［２箇所（10 人）］ 

③ 病児、病後児保育の実施施設数      ［５施設］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 相談窓口の設置や病児・病後児保育の実施など、女性医師が働きやすい

環境づくりを推進し、離職防止や復職支援を行うことなどにより、医師の

安定的な確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

50,148 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

15,044 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

33,432 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,716 

民 (千円) 

18,388 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

50,148 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,606千円 
看護教員等研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員を養成・確保するためには、専任教員及び実習指導者の養成が

必要であるとともに、看護基礎教育の充実を図るため、資質向上に取り組

むことが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容 〇 看護師等養成所の専任教員のキャリアに応じた研修を実施し、専任教

員の資質の向上、看護基礎教育の充実を図る。 

〇 医療機関等の看護管理者に対し、看護管理機能の向上のための研修を

実施し、看護管理者の資質の向上を図る。 

〇 専任教員養成講習会未受講の教員を対象とした講習会を実施し、専任

教員の確保を図る。 

〇 実習施設の看護職員を対象とした実習指導者講習会を実施し、実習指

導者の確保を図る。 

〇 病院以外の特定の分野に係る実習施設を対象とした短期間の実習指導

者講習会を実施し、実習指導者の確保を図る。 

アウトプット指標 ① 看護教員養成講習会の開催回数（受講人数） ［１回（40人）］ 

② 実習指導者講習会の開催回数（受講人数）  ［２回（240人）］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の看護教員並びに実習施設における実習指導者の養成・確

保により基礎教育の充実が図られることで、質の高い看護師の養成・確保

につながり、看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,606 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,404 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,202 

民 (千円) 

8,404 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,606 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

8,404 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
35 

事業名 No 17 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

86,699千円 
新人看護職員臨床実践能力向上研修支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 医療機関、北海道看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療の高度、専門化や医療安全に対する意識の高まりなどから、臨床現

場で必要とされる臨床実践能力の修得が求められるところであり、新人看

護職員の早期離職防止を図るとともに、安心・安全な医療の確保を図るた

め、新人看護職員の臨床実践能力を向上させる研修体制を構築することが

必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容 医療機関等に勤務する卒後臨床経験１年目の新人看護職員に対し、看護

職員として必要な姿勢や知識など基礎教育の補完及び臨床実践能力を修得

するため、研修プログラムに基づく研修を行い、看護の質の向上を図ると

ともに、新任期の離職率の低下を図る。 

アウトプット指標 ① 新人看護職員臨床実践能力向上研修の実施に対する支援施設数 

 ［152施設］ 

② 研修責任者等研修の受講者数           ［400人］ 

③ 新人看護職員の受講者数             ［1,900人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

新人看護職員を対象とした研修体制を整備し、看護職員の離職防止と就業

定着が図られることで、看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

86,699 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  21,881 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

57,799 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

28,900 

民 (千円) 

35,918 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

86,699 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,522 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,773千円 
助産師外来実践能力向上研修支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道助産師会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産科医師の不足や産科医療機関の集約化などにより、安全・安心で快適

な出産を保障できる体制の整備が課題となっているところであり、助産師

外来に携わる助産師の実践能力の向上が必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容 ① 助産師実践能力習熟段階に対応した教育内容を含む研修会の開催 

② 助産師外来開設に向けた意識向上やネットワークづくりの推進の 

ための報告会の開催 

アウトプット指標 助産師外来実践能力向上研修の開催圏域数、受講者数 

［４圏域、140人程度］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

助産師外来における実践能力の向上を図り、質の高い助産師が確保され

ることで、看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,773 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,848 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

925 

民 (千円) 

1,848 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,773 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,848 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No 19 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,297千円 
認定看護師等育成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道、民間事業者 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

① 医療の高度・専門化の進展、在宅療養者の増加等により変化する医療

ニーズに対応するため、特定の看護分野における質の高い看護を実践で

きる認定看護師を育成することが必要。 

② がんになっても安心して暮らせる社会を構築することが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： ①第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点

の看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

         ②75歳未満がん年齢調整死亡率の減少 

[男]R1： 95.9 → R5：全国平均以下まで減 

         [女]R1： 62.9 → R5：全国平均以下まで減 

（参考：R1 全国平均 男 86.0 女 55.2） 

事業の内容 ① 特定の看護分野における質の高い看護を実践できる認定看護師を育成

する教育機関への支援。 

② がんの治療に係る後遺症であるリンパ浮腫の治療やセルフケアの技能

の向上を図るための研修会等を開催し、医療従事者の資質の向上を図る。 

アウトプット指標 ① 特定の看護分野における講習会の開催 

特定分野（皮膚・排泄ケア、感染管理、認知症看護）   ［60人］ 

② リンパ浮腫のケアの技能向上を図る研修会の参加者  ［120 人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

① 特定の看護分野における熟練した看護技術と知識を用いた水準の高い

看護を実践できる看護師の育成が図られることで、看護職員数の増加を

図る。 

② 医療従事者等の後遺症に対する知識や技能の向上により、がん患者の

生活の質が向上し、75 歳未満がん年齢調整死亡率の 20％減少の進捗に寄

与。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,297 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

864 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

433 

民 (千円) 

864 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,297 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
39 

事業名 No 20 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

505,242千円 
看護職員養成施設運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 看護職員養成機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員就業数は不足している状況にあり、特に地域病院等での確保が

困難な状況にあることから、看護職員を養成する施設の安定的な経営を支

援し、看護職員の養成・確保を推進することが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容 民間の看護師等養成所の運営費に対し補助することにより、看護職員の

養成を促進する。 

アウトプット指標 ① 看護師養成所（３年課程）［22施設（1学年定員 1,100 人）］ 

② 看護師養成所（２年課程）［ ４施設（1学年定員  155 人）］ 

③ 准看護師養成所     ［ ５施設（1学年定員  228 人）］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の安定的な経営により、看護職員の養成・確保を図ること

で、看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

505,242 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

336,828 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

168,414 

民 (千円) 

336,828 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

505,242 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
41 

事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,001千円 
離職看護職員相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道（北海道看護協会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員は不足している状況にあり、特に地域病院等での確保が困難な

状況にあることから、これらに対応するため未就業看護職員の再就業対策

に取り組むことが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容 ナースセンターから離職中の看護師等に対し、積極的にアプローチし、 

求職者となるよう働きかける。 

 プラチナナースセミナー等を開催し、定年を迎えてもなお意欲のある看 

護職の離職防止や再就業促進を図る。 

アウトプット指標 ① 届出制度登録者数       ［1,500 人］ 

② 離職看護職員再就業者数     ［400人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した看護職員に対し届出制度の普及や求職者となるよう働きかけるこ

とで、未就業看護職員の再就業につながり、看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,001 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

14,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,334 

民 (千円) 

14,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,001 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

14,667 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
41 

事業名 No 22 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,032千円 
看護職員出向支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員は不足している状況にあり、特に地域の医療機関等での確保が

困難な状況にあることから、地域での看護師の不足解消を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容  都市部からへき地等看護職員不足地域の医療機関等へ看護職員を派 

遣するとともに、看護職員確保と人材育成を総合的にコーディネート 

するシステムを構築する。 

アウトプット指標 ① 地域応援ナース登録者総数 ［10人］ 

② 地域応援ナース派遣者数  ［５人］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した看護職員の地域応援ナースへの登録が促進されることで、地域の

医療機関への派遣・再就業につながり、看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,032 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,355 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,677 

民 (千円) 

5,355 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,032 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,355 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４. 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
50 

事業名 No 23 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

337,526千円 
子育て看護職員等就業定着支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員などの医療機関に勤務する職員が働きながらも子育てしやすい

環境を整備し、看護職員の就業促進と離職防止を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：第８次北海道看護職員需給推計における令和７年時点の

看護職員数 86,421 人の確保 

H30:78,870 人→R7:86,421 人（7,551 人の増） 

事業の内容 看護職員等の勤務の特殊性に鑑み、医療機関に勤務する職員の乳幼児の

保育を行う事業に対して支援。 

アウトプット指標 ① 病院内保育所を開設する医療機関への支援 ［167 施設］ 

② 病院内保育所を利用する医療従事者等数   ［4,000人程度］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療機関で病院内保育所を設置し、看護職員等の子育てしやすい環境の整

備により、看護職員の離職防止と再就業が促進されることで、看護職員数

の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

337,526 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

37,881 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

225,017 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

112,509 

民 (千円) 

187,136 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

337,526 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者等の確保・養成のための事業 

標準事業例 
34 

事業名 No 24 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,391千円 

地域薬剤師確保推進事業（女性薬剤師等復職支

援） 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道薬剤師会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築には在宅患者に対する服薬指導等を行う薬

局の役割が重要であり、業務を行うためには地域における薬剤師の確保が

必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：全道の薬局・医療施設に従事する薬剤師数（人口 10万人

当たり）を全国平均値まで増加 

H30：184.3 人 → R3：190.1 人 （参考：H30全国平均値：190.1 人） 

事業の内容 北海道における地域包括ケア体制の構築を促進するため、未就業女性薬

剤師等の復職支援事業を実施し、地域包括ケア体制の拠点となる病院や薬

局における薬剤師を確保する。 

○ 未就業薬剤師の復職支援プログラムの実施 

○ 未就業薬剤師の復職支援セミナーの開催 

アウトプット指標 未就業薬剤師の復職支援プログラム実施件数 ［５件］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した薬剤師に対し、復職支援事業を実施することで、未就業薬剤師

の再就業につなげ、人口 10 万人当たりの薬剤師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,391 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,594 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

797 

民 (千円) 

1,594 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,391 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



98 

 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者等の確保・養成のための事業 

標準事業例 
48 

事業名 No 25 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,143千円 
地域薬剤師確保推進事業（薬剤師バンク） 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道薬剤師会 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築には在宅患者に対する服薬指導等を行う薬

局の役割が重要であり、業務を行うためには地域における薬剤師の確保が

必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：全道の薬局・医療施設に従事する薬剤師数（人口 10万人

当たり）を全国平均値まで増加 

H30：184.3 人 → R3：190.1 人 （参考：H30全国平均値：190.1 人） 

事業の内容 薬剤師バンクを活用した就業斡旋及び派遣事業を実施し、地域包括ケア

体制の拠点となる病院や薬局における薬剤師を確保する。 

アウトプット指標 ① 就業斡旋薬剤師数        ［５人］ 

② 薬剤師派遣か所数／派遣延べ日数 ［５か所／30 日］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した薬剤師に対し、就業斡旋及び派遣事業を実施することで、未就

業薬剤師の再就業につなげ、人口 10 万人当たりの薬剤師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,143 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,428 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

715 

民 (千円) 

1,428 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,143 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
49 

事業名 No 26 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,251千円 
医療勤務環境改善支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道（委託） 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 厳しい勤務環境におかれている医療従事者が健康で安心して働ける勤務

環境の整備を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 

・北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

 H30：12,848人（医師確保計画査定時直近値） → R3：H30 医師数以上 

・医師少数区域の減少  

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域 → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  医療機関における勤務環境改善の自主的な取組を支援するため、医療勤

務環境改善支援センターを設置し、研修会の実施や相談業務を行う。 

アウトプット指標 ○ 勤務環境改善計画策定医療機関数  １５件 

○ 月平均相談件数          １５件 

○ 研修会開催件数／参加医療機関数  ３回／300 施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療機関における勤務環境改善の自主的な取組を支援することにより、勤

務環境の改善を促進し、医師の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,251 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,095 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,834 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,417 

民 (千円) 

9,739 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,251 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,739 

その他（Ｃ） (千円) 

 00 

備考（注３）  
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
30･52 

事業名 No 27 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

134,450千円 
小児救急医療対策事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道（北海道医師会に委託）、二次救急医療機関、救命救急センター 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、核家族化の進行などにより保護者等の専門医志向や病院志向が

強まる中、第二次医療圏において専門医療や 24時間体制の救急医療を提供

する医療機関の小児救急患者に占める軽傷者の割合が高いことが課題とな

っていることから、第二次医療圏単位の輪番制方式や第三次医療圏単位の

救命救急センターの診療負担の軽減を図るとともに、小児救急医療体制を

担う関係機関の支援を行うなどして、小児二次救急医療体制の確保を図る

ことが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：小児救急医療体制の維持 

(初期救急医療確保市町村割合 100％) 

○ 小児救急に係る病院群輪番制を実施している二次医療圏 

[H30：21圏域→R３：21圏域］ 

○ 重症・重篤な小児救急患者の医療を確保する三次医療圏 

［H30：６圏域→R３：６圏域］ 

事業の内容 ① 休日・夜間における子供の急な病気やけがなどの対応のため、救急に

携わる医師等を対象に小児救急に関する研修を実施。 

② 休日・夜間における入院治療を必要とする重症の小児救急患者の二次

救急医療を確保するため、二次医療圏単位で病院群輪番制方式により実

施する医療機関の運営費助成。 

③ 重傷・重篤な小児救急患者の医療の確保のため、救命救急センターに

おいて、小児科医が 24 時間体制で対応するための体制整備に要する費

用に対し支援する。 

アウトプット指標 ① 初期救急医療の研修会を実施する二次医療圏数  ［８圏域］ 

② 休日・夜間における入院治療を必要とする重症の小児救急患者の医 

療の確保・小児二次救急医療体制確保二次医療圏数  ［21 圏域］ 

③ 重症・重篤な小児救急患者の医療を実施する医療機関への支援数 

                          ［３施設］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

① 初期救急医療体制を整えている 179 市町村の医師が研修を受講するこ

とで、初期救急医療確保市町村割合 100％維持が図られる。 

② 二次医療圏単位で病院群輪番制方式により実施する二次医療圏の医療

体制を整備することで、重症の小児救急患者の二次医療の確保が図られ

る。 

③ 重症・重篤な小児救急患者の医療を確保する三次医療圏の医療体制 
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を整備することで、小児救急医療体制の強化が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

134,450 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

87,514 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

89,633 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

44,817 

民 (千円) 

2,119 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

134,450 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,119 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
53 

事業名 No 28 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17，414千円 
小児救急電話相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道（深夜帯の対応のみ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

近年の少子化・核家族化と女性の社会進出に伴う保護者の子育てに関す

る知識不足などによる保護者等の育児に関する不安を解消するとともに、

小児救急専門医療機関への時間外診療の増加、二次救急医療機関を受診す

る軽症患者集中の緩和を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：小児救急医療支援事業参加病院における診療時間外の小

児患者のうち、救急搬送及び初期医療機関からの転送を除いた患者数の割

合 

H30：69.1% → R1：68.7% → R2：68.2% → R3：67.7% 

事業の内容 夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に、適切な助言を受けら

れる電話相談体制を整備し、毎日 19時から翌朝８時の間、相談センター

の看護師が症状に応じた適切なアドバイスを行い、必要に応じて医師が対

応にあたる。 

アウトプット指標 電話相談件数 

H30：16,614 件 → R1：17,151 件 →R2：12,013件→ R3：17,700 件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

より多くの道民に北海道の小児救急電話相談事業を周知し、小児救急電

話相談件数を増加させることで、第二次・三次救急医療機関への軽症患者

集中の緩和及び小児科医師の負担軽減、診療を受ける必要のない患者・保

護者の受診負担軽減が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,414 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,297 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

11,609 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,805 

民 (千円) 

5,312 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,414 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,312 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
医療従事者の確保 

標準事業例 
50 

事業名 No 29 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,872千円 
外国人医療環境整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 北海道 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本道を訪れる外国人観光客の増加に伴い、救急外来等で医療機関を利用

する外国人患者も増加しているため、円滑な意思疎通を支援するなどによ

り医療提供体制の充実を図り、医師をはじめとする医療従事者の負担を軽

減し、勤務環境の改善を図る必要がある 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の増 

R2：43 施設 → R3：50施設 

※外国人患者に対応可能な医療機関を増加させること、業務の効率化を図

ることで、各拠点医療機関の負担が軽減され、医療従事者の負担軽減（勤

務環境改善）につながる。 

事業の内容 ① 地域において、医療のほか観光・交通・消防などの幅広い分野の関係

機関が参集する意見交換会を開催し、地域での外国人患者へのサポート

体制の充実を図り、医療従事者が診療に専念できる環境を整備する。 

② 外国人患者と円滑な意思疎通を支援するため、医師、看護師、事務職

等向けの研修会を開催し、病院内での役割分担を明確にすることで、医

療従事者の負担を軽減する。 

③ 外国人との意思疎通に役立つ、電話通訳やタブレットなどの翻訳ツー

ルの活用方法等について、医療従事者に周知し、診療時間の短縮化を図

ることで、業務の省力化・効率化を支援する。 

アウトプット指標 ① 地域意見交換会の開催数    [６地域×１回] 

② 語学研修の開催数       [全道域×１回] 

③ 翻訳ツールの利用体験会実施数 [６地域×１回] 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域課題の現状把握と共有、医療従事者等への研修、翻訳ツールの有効活

用を促すことで、外国人患者に対応可能な医療機関の増や業務の効率化を

図り、各医療機関の負担軽減を通じて、医療従事者の負担軽減を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,872 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

715 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,248 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

624 

民 (千円) 

533 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,872 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

533 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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事業の区分 Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備

に関する事業 

標準事業例 
- 

事業名 No 30 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

435,564千円 
地域医療勤務環境改善体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

21 圏域（二次医療圏） 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 2024 年４月から医師に対する時間外労働の上限規制が適用開始される

ことから、地域での医療提供体制を確保しつつ、医師の労働時間短縮を進

めていくため、他職種も含めた医療機関全体の効率化や勤務環境改善の取

り組みを促進することが必要。 

 アウトカム

指標 

・北海道全体の医療施設従事医師数を維持・確保 

 H30：12,848人（医師確保計画査定時直近値） → R3：H30 医師数以上 

・医師少数区域の減少 

 R2（医師確保計画策定年）：10圏域 → R3：計画策定時より減少 

事業の内容  医師の労働時間短縮に向けた取組として、医療機関が「勤務医の負担の

軽減及び処遇の改善に資する計画」に基づき実施する、ＩＣＴ機器、休憩

室整備、医療専門職の確保経費等を支援する。 

アウトプット指標 「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」の策定医療機関数 

［14 医療機関］ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療機関における勤務環境改善の取組を支援することにより、医師の労

働時間の短縮を促進し、医師の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

435,564 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

83,480 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

132,454 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

66,228 

民 (千円) 

48,974 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

198,682 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

236,882 

備考（注３）  
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３ 事業の実施状況 

 

（２）介 護 分 

 

 

事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 
事業名 【№１（介護分）】 

介護サービス提供基盤等整備事業費 
【総事業費（計画期間の総額）】 

3,545,585千円 

事業の対象とな
る医療介護総合
確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆振、東
胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、
根室 

事業実施主体 市町村、民間事業者 
事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 
背景にある医療・
介護ニーズ 
 
 

高齢者が住み慣れた地域において、安心して生活できるよう、地域包括ケアシステ
ムの構築を図る。 
アウトカム指標値：整備される地域密着型特別養護老人ホームの定員数 

      （35床） 
事業の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 
 
 
 
 
 
 
 
 

       整備予定施設等   

地域密着型特別養護老人ホーム 0 床（0施設） 

認知症高齢者グループホーム   4 施設  

小規模多機能型居宅介護事業所   0 施設  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      0施設  

看護小規模多機能型居宅介護事業所 3 施設  

認知症対応型デイサービスセンター                  0 施設 

介護予防拠点    2施設  

 生活支援ハウス                               1 施設  

 
②介護施設等の開設・設置に必要な準備軽費に対する支援       41施設 
③既存施設等の改修に対しての支援                 30施設 
④簡易陰圧室装置設置経費                     80施設 
⑤宿舎施設整備                         13施設 
⑥ゾーニング環境整備                      415施設 
⑦多床室の個室化                         5施設 

アウトプット 
指標 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サービスの種類 R2 R3 ※ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護         （人/月） 5,242 5,757  
夜間対応型訪問介護                        （人/月） 376 241  
認知症対応型通所介護                      （回/月） 24,663 22,978  
小規模多機能型居宅介護                    （人/月） 8,029 7,199  
認知症高齢者グループホーム                 （人） 16,374 15,913  
地域密着型特定施設入居者生活介護         （人） 783 707  
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護    （人） 3,098 2,825  
看護小規模多機能型居宅介護                （人/月） 1,444 1,393  
地域密着型通所介護                    （回/月） 186,416 167,577  

 ※第８期北海道介護保険事業支援計画で定めるサービス量の見込み数。 
アウトカムとア
ウトプットの関
連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地域密着型特別養護老人ホー
ムをはじめとする地域密着型サービス施設等の定員数の増を図る。 

事業に要する 
費用の額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

事業内容 

 

総事業費 

（Ａ+Ｂ+Ｃ） 

基金 その他 

（Ｃ） 国（Ａ） 道（Ｂ） 

① 地域密着型サービス施設等の整備 0千円 千円 千円 千円 

② 施設等の開設・設置に必要な経費 1,361,289千円 907,526千円 453,763千円 千円 

③ 定期借地権設定のための一時金の支援

事業 

0円 0千円 0千円 千円 

④ 既存の特別養護老人ホーム等のユニッ

ト化改修等支援事業 

14,227千円 9,484千円 4,743千円 千円 

⑤ 民有地マッチング事業 0千円 0千円    0千円

  

千円 

⑥ 介護施設等における新型コロナウイル

ス感染拡大防止対策支援事業 

1,929,550 千円 1,286,366千

円 

643,184千円 千円 

⑦ 介護職員の宿舎施設整備事業 240,519千円 160,347千円 80,172千円 千円 
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金 
 
 
 
 
額 
 

総事業費 3,545,585千円 基 金 充 当 額 
（国費）にお 
ける公民の別 
 
 

公 94,549千円 

 
基 
 
金 

国 2,363,723千円 

民 

 
2,269,174千円 

道 1,181,862千円 
うち受託事業等(再掲) 
 

 千円 
計 3,545,585千円 

 その他  0千円 

備 考 
 

R3事業規模 4,837,141千円 
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 
（中項目）基盤整備 
（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.1（介護分）】 
介護従事者定着支援事業 
（介護従事者確保推進協議会） 
※協議会設置等  
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

507千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

介護人材確保の円滑かつ効率的な実施のためには、行政機関の
みならず、関係団体等との連携・協働体制の構築が必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材
受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向
け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 関係行政機関、関係団体（介護事業者、職能、養成施設、教
育等）と連携し、問題意識や取組の方向性を共有するための場
として検討協議会を設置し、普及啓発・情報提供、人材確保・
育成、労働環境改善等に関する取組等を進めるための連携・協
働体制を構築する。 

アウトプット指標 ○ 協議会の開催（３回） 

アウトカムとアウトプット
の関連 

協議会において、道内の人材確保に関する課題や必要な支援策
等のニーズの把握に努め、その対応を協議するとともに、施策や
取組の連携を図るなどして、総合的に介護人材確保対策を推進す
る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
507 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
338 

基金 国（Ａ） (千円) 
338 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
169 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 

507 
うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 810千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基本整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.2（介護分）】 

認証評価制度構築事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,011千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆

振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠

紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（事業者に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護人材を安定的に確保するためには、就業中の介護職員の離職防止及

び職場定着に向けた職場環境の改善が必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材受給推計
を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向
け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 認証評価制度を円滑に運用するため、認証取得に向けた取り組みを行

うモデル事業者を選定・法人規模やサービス種別等に応じたロールモデ

ルを作成することで、効果的な支援の検証を行う。 

アウトプット指標 ○ モデル事業の実施：４法人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 介護事業所における職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組

について、道が作成する評価基準に基づき評価を行い、水準を満たした介

護事業所に対し認証を付与し「見える化」することで、働きやすい環境の

整備、新規参入の促進、離職防止・定着促進を推進し、介護人材の確保を

図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,011 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公   (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

16,007 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,004 

民 (千円) 

16,007 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,011 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

16,007 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 24,016千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.3（介護分）】 

介護のしごと魅力アップ推進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,633千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護福祉士などの養成施設等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

介護に対するマイナスイメージ等を払拭するためには、介護の
仕事のイメージアップ活動等を通じて、若年層等への正しい理解
の促進を図ることが必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材
受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向
け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 介護福祉士等養成施設又はその他知事が適当と認める団体
が、中高校生、高齢者や主婦層等の一般の方を対象として、介
護事業所等での就業体験や現役職員との意見交換等により、介
護の仕事のイメージアップや正しい理解の促進を図る事業を
実施する場合、一定額を補助する。 

アウトプット指標 ○ 補助事業者数（１７団体） 

 

アウトカムとアウトプット
の関連 

補助事業者が実施するイメージアップ等の活動により、参加者
の介護に対するイメージアップや正しい理解の促進を推進し、介
護人材の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
15,633 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
10,422 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
5,211  

民 (千円) 
10,422 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

15,633 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 34,000 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

次世代の担い手育成推進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,434千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空
知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、
宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護人材を安定的に確保するためには、将来を担う世代に対し
て早い段階から介護に関する理解を深め、興味・関心を高めること
が必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材
受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向
け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 小・中学校等に、介護に関する有識者等をアドバイザーとして
派 遣し、講習会や体験学習等の授業を行うことで、若年層の段
階からの介護に関する理解を深め、興味・関心を高めることによ
り、将来の介護分野を担う人材としての育成を図る。 

アウトプット指標 ○ アドバイザー派遣学校数 ５０校 

○ 参加者数 ２，０００人 

アウトカムとアウトプット
の関連 

小・中学校等で講習会や体験学習等の授業を行うことにより、参
加児童への介護に関する理解等の促進を推進し、介護人材の確保
を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,434 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
956 

基金 国（Ａ） (千円) 
956 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
478  

民 (千円) 
 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
1,434 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 2,434千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解

促進事業 

事業名 【No.5（介護分）】 
介護のしごと普及啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,420千円 
事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、
西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、
北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（事業者に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護
ニーズ 

介護人材を安定的に確保するためには、若年層だけではなく、介護
サービスを必要としない高齢者や出産・子育て等で離職している主婦
層など幅広い層に介護に関する理解を促進し、介護分野への参入を促
すことが必要。 
アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材受
給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向け１
万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 高齢者や主婦層等に対して、介護職にあるマイナスイメージを払
拭し、その重要性について理解を促進する講演会等の介護普及啓発
イベントを開催する。 

○ 介護の人材確保に係るポスター、リーフレットを作成し、展示を
行うと共に関係機関や公共施設等に配布するほか、テレビコマーシ
ャルの放映など、幅広く広報を実施する。 

○ 高齢者や主婦層など、未就労者を対象に、実際の介護の職場を見
学し、理解を深める職場見学等を実施する。 

アウトプット指標 ○ウェブサイト閲覧数：５，０００件 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

 普及啓発イベントを実施することにより、イベント参加者の介護に
関する理解促進やマイナスイメージの払拭を推進し、介護人材の確保
を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
30,420 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
20,280 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
10,140 

民 (千円) 
20,280 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
30,420 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
20,280 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 30,722 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業 

事業名 【No.6（介護分）】 

職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,889千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の早期離職を防止のためには、職場を直接体験できる

機会の提供し、就職希望者が抱く介護職場のイメージと実際の介

護職場のギャップを解消することが必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材

受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向

け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 介護の仕事に関心がある者に対し、職場の様子やサービス内

容等を直接知ることができる機会を提供する。 

アウトプット指標 ○ 職場体験者数（１００人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 実際の職場を体験することにより、参加者が抱く介護職場のイ

メージと実際の介護職場のギャップの解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,889 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,593 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,296 

民 (千円) 

4,593 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,889 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,593 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 10,068 千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.7（介護分）】 

介護予防・生活支援サービス等充実支援事

業（アクティブシニアの活躍支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,028千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

支援する側とされる側という面一的な関係性ではなく、サービス

を利用しながら地域とのつながりを維持する。 

アウトカム指標：共助や互助による地域づくりの意義を理解する

元気な高齢者の増加 

事業の内容 ○ 生活支援サービス等を提供する多様な主体の養成として、ア

クティブシニアと呼ばれる元気で活力のある高齢者向けセミ

ナー等を開催し、ネットワークを構築するなど、広域的な支援

を行う。 

アウトプット指標 ○高齢者向けのセミナー参加人数 1,000人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

元気で活力のある高齢者が研修を受講することにより、介護予

防が図られ、要介護認定率の上昇率の抑止を図る。 

共助や互助による地域づくりの機運が高まる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,028 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

361 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,019 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,009 

民 (千円) 

11,658 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

18,028 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

11,658 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 22,468千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 
（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係わる担い手確保

事業 

事業名 【No.8（介護分）】 
老人クラブ活動推進費補助金（老人クラブ
活動支援事業費（職員資質向上事業）） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

539千円 
事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道老人クラブ連合会（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

〇高齢者が住み慣れた地域で、豊富な知識や経験を生かし、生き
がいと健康づくり、社会参加、地域の担い手として活動を行う
場として、老人クラブ活動の一層の推進が求められている。 

 
アウトカム指標：老人クラブ数、加入者数の増加 

事業の内容 〇会計処理や事業報告、補助金申請等の事務作業をパソコン等の
機器を活用して行い、事務の効率化及び事務負担軽減を図るこ
とや、ICTを活用した新しい形のクラブ活動を推進し、老人ク
ラブ活動の継続と活性化を支援するため、老人クラブ事務局職
員に対する研修会を行う経費に対して補助する。 

アウトプット指標 〇老人クラブ連合会向け研修：２箇所×２０人＝４０人 
                （各２回（基礎・応用）） 

アウトカムとアウトプット
の関連 

〇老人クラブ活動の継続と活性化に必要な知識・技能を習得する
ために老人クラブ事務局職員に対する研修を実施し、老人クラブ
活動の継続・活性化を図る。 
 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 
539 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ）  (千円) 
359 

都道府県 
（Ｂ） 

 (千円) 
180 

民  (千円) 
359 

計（Ａ＋

Ｂ） 
 (千円) 

539 
うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備  考 R3 事業規模 539千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 
（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

介護未経験者に対する研修支援事業 

※介護技能習得支援事業（補助） 

※障がい者介護技能習得支援事業（委託） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,389千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護職員初任者研修指定事業者、北海道（事業者に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

多様な人材の参入を促進するためには、資格の取得等により介
護分野への就職を円滑なものとすることが必要。 

アウトカム指標：  

事業の内容 ○ 介護職員初任者研修指定事業者が福祉人材センター・バンク
に求職登録している者の受講費用を減免した際、その減免分を
補助する。 

○ 介護分野で就労を希望する障がい者の初任者研修受講費用
を支援するとともに、障害者就業･生活支援センター等と連携
し就業及び定着を支援する。 

アウトプット指標 ○ 初任者研修等修了者（２００人） 
○ 障がい者の初任者研修修了者（６０人） 

アウトカムとアウトプット
の関連 

福祉人材センター・バンク及び障害者就業・生活支援センター
等の支援により、初任者研修修了者の介護分野での就業を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
16,389 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,926 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

5,463 

民 (千円) 
10,926 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
16,389 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
10,926 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 23,316 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 
（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受

講等支援事業 
 

事業名 【No.10（介護分）】 

入門的研修実施事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,436千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（事業者に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

多様な人材の参入促進を図るためには、介護に関する関心を持
つ介護未経験者に対して、介護の業務に携わる上での不安を払拭
するため、基本的な知識を研修することが必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材
受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から
令和７年度に向け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ より多くの方が介護を知る機会とするとともに、介護分野で
働く際の不安を払拭できるよう、また、介護分野への介護未経
験者の参入を促進するため、入門的研修を実施し、研修受講者
に対してマッチング等の就業支援を実施する。 

 

アウトプット指標 ○ 入門的研修受講者数（１０５人） 

アウトカムとアウトプット
の関連 

介護の業務に携わる上で知っておくべき基本的な知識や技術
を入門的研修で習得することにより、介護の業務に携わる上での
不安を払拭し、介護分野への参入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
20,436 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,624 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

6,812 

民 (千円) 
13,624 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
20,436 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
13,624 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 20,987 千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 
（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 
 

事業名 【No.11（介護分）】 

福祉系高校修学資金等貸付事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,782千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

介護分野において多様で安定的な人材を確保し定着を図るた
め、介介護福祉士の資格取得を目指す福祉系高校に在学する学生
や他業種で働いていた者等の介護分野への参入に対し支援を行
うことが必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材
受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から
令和７年度に向け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 福祉系高校の学生に対する修学資金等の貸付 
○ 異業種からの転職者（研修終了者）に対する就職準備金の貸
付 

アウトプット指標 ○ 福祉系高校修学資金貸付：８０人  
 介護分野就職支援金貸付：６０人 

アウトカムとアウトプット
の関連 

介護を担う人材として学生への支援や、他業種の人材への支援
を行うことにより、介護分野における多様で安定的な人材の確保
と定着を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
19,782 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,188 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

6,594 

民 (千円) 
13,188 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
19,782 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

13,188 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 19,782 千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッ

チング機能強化事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

福祉人材センター運営事業費（福祉・介護

人材マッチング機能等強化事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

58,166千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材を安定的に確保するためには、従来の福祉人材センタ

ーの就労斡旋業務に加えて、求職者ニーズに合わせた職場紹介や

フォローアップ相談などのマッチング機能を強化することが必

要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材

受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向

け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 介護に係る合同就職説明会を実施するほか、キャリア支援専

門員の介護事業所や学校等の訪問による求人・求職開拓、ハロ

ーワークでの出張相談など、就業ニーズに応じた職場紹介や就

職後のフォローアップを実施する。 

アウトプット指標 ○ マッチングによる就職者数（１９４人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

合同就職説明会の実施やキャリア支援専門員の活動を通じて

マッチング機能を強化することにより、紹介就職数の増加を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

58,166 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

38,777 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,389 

民 (千円) 

38,777 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

58,166 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

38,777 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 58,171千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッ

チング機能強化事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

介護助手普及促進事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

877千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護事業者団体等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材を安定的に確保するためには、現在就労している介護

職員がその専門性を発揮し、職場定着できる労働環境の整備・改

善に取り組む必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材

受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向

け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ アクティブシニアや主婦などの地域人材を、介護現場で直接

介助以外の周辺業務を担う人材（介護助手）として確保・育成。 

○ 地域人材とのｼﾞｮﾌﾞﾏｯﾁﾝｸﾞや OFFJT実施に係る経費を助成。 

○ 介護事業所内の労働環境の改善を進め、介護人材の職場定着

を図るため、高齢者や主婦など地域の多様な人材を直接介助以

外の補助業務に従事させる介護事業所団体等の取組に補助。 

アウトプット指標 ○ 補助事業者数（４０団体） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

直接介助以外の補助業務に地域の多様な人材を活用すること

により、介護事業所における労働環境の整備・改善を推進し、介

護人材の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

877 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

585 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

292 

民 (千円) 

585 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

877 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 8,000 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能 1号外国人の受入環境整備事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

外国人留学生生活支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北

網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 道内で介護サービス事業所等を運営する法人（法人本部が道外の場合で

あっても、介護サービス事業所等が道内にある場合は対象とする） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護分野における外国人材受入れの機運が高まる中、介護職員の需給

ギャップ解消策の一つとして、在留資格「介護」の外国人介護留学生を

確保することは、きわめて重要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材受給推

計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向け１万４千人

の人材を確保） 

事業の内容 ○ 介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある留学生の修学期間中の支

援を図り、将来当該留学生を介護の専門職として雇用しようとする介

護施設等の負担を軽減するため、当該介護施設等が行う奨学金等の一

部を補助する。 

アウトプット指標 ○ 対象留学生数（７２名） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 介護事業所が留学生活の早期段階から留学生に関わり、人的投資を誘

発するとともに、学習に専念できる環境を整えることで、学習意欲の向

上、就労インセンティブを向上させ、外国人介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

0 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

0 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 28,728 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

キャリアパス支援研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

28,057千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護事業所等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護職員の資質を向上するためには、多様なニーズに応じた

研修を開催することが必要。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 ○ 就業中の介護従事者等のキャリア形成を促進するとともに

資質向上を図るため、各種研修に係る費用を補助する。 

・介護サービス従事者の資格取得や知識技術力のレベルアッ

プのための研修 

・チームリーダー・初任者等の指導的立場としての視点や技術

等を習得するための研修 

・その他人材の定着支援に資する研修 

アウトプット指標 ○ 研修会の実施 ３２７回 

○ 研修受講者数 １６，０００人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

多様なニーズに応じた研修の実施により、研修参加者の資質

向上を推進し、介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

28,057 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

18,705 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,352 

民 (千円) 

18,705 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

28,057 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 49,050 千円  
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事業区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

介護職員等研修事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

37,822千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

介護職員の資質を向上するためには、多様なニーズに応じた
研修を開催することが必要。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 
 

事業の内容 ○ 介護施設等を対象に、業務遂行上必要な研修を実施するこ
とで、サービスの質の向上と職員の資質向上を図る。 

 （新任介護職員研修、介護職員専門研修（指導的立場）等） 

アウトプット指標 ○ 研修会の開催（１８回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護従事者等を対象に、業務遂行上必要な研修等を実施する

ことで、その資質向上を推進し、職場定着及び離職率の改善を図
る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
37,822 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
25,215 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
12,607 

民 (千円) 
25,215 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
37,822 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

25,215 
(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 37,823 千円 
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事業の区分 

  

５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の支援 
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業 

（初任介護支援専門員 OJT 事業） 

（主任介護支援専門員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修事業） 

（主任介護支援専門員資質向上研修事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,299千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

質の高いケアマネジメントが求められているが、小規模事業所
では人材育成の体制が不十分な現状がある。介護支援専門員が
相互研鑽し、資質向上を図る体制が必要。 

アウトカム指標：ケアマネジメントに関する必要な知識・技能
を習得した介護支援専門員の増加  

事業の内容 小規模の居宅支援事業所等において、OJT の機会が十分ではな
い介護支援専門員に対し、地域の主任介護支援専門員がサポー
ト・同行して、指導･支援を行うとともに、指導・支援を担う主
任介護支援専門員等に対し、フォローアップを行う研修を委託

して実施する。 

アウトプット指標 〇初任介護支援専門員 OJT 事業  ５０人 

〇主任介護支援専門員フォローアップ研修 ６０人 

〇主任介護支援専門員資質向上研修 ２１０人 

アウトカムとアウトプット
の関連 

質の高いケアマネジメントに必要な知識・技能を習得するた
めに計画的に研修を実施し、業務に必要な知識・技能を習得し
た介護支援専門員と指導者として質の高い主任介護支援専門員
の人材育成及び人材確保を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 
10,299 

基金充当
額 

（国費） 
における 

公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
1,030 

基金 国（Ａ）  (千円) 
6,866 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
10,299 

民  (千円) 
5,836 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
10,299 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
5,836 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 
 

R3 事業規模 11,967 千円 

 



127 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

介護関係職員医療連携支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

324千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道、介護保険事業所 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療ケアが必要な高齢者の増加に対応するため、介護関係職員が

医療に関する知識を深め、事業所全体のケアの資質向上を図るこ

とが必要。 

アウトカム指標：医療に関する知識を習得した介護職員の増加 

 

事業の内容 介護保険事業所が、医療的知識を持ち、介護ケアの質の向上を目 

指すために、自主的にテーマを決めて取り組む研修事業に対して

一部補助する。  

アウトプット指標 研修参加事業所数 ４０事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護関係職員に対する資質向上を図るための研修を実施する

ことにより、より高い専門的知識の取得への意欲を促進し、介護

人材の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

324 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公   (千円) 

50 

 基金 国（Ａ）  (千円) 

216 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

108 

民  (千円) 

166 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

324 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0         

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 20,687 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

介護職員等のたん吸引等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,664千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○ 高齢者等が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、

生活支援サービス等が切れ目なく提供される体制を整えるた

めには、介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるた

んの吸引等の実施が必要。 

アウトカム指標：認定特定行為業務従事者証交付数 450 人 

  

事業の内容 ○ 特別養護老人ホームや在宅等において、適切にたんの吸引等

の医療的ケアを行うことのできる介護職員等を養成するため

の研修等を一部委託して実施する。 

アウトプット指標 〇 実習指導者事前講習 ８０人 

○ 都道府県研修・実習 ７５人／所×６か所＝４５０人 

〇 フォローアップ研修 ９０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

○ 介護職員等のたん吸引等研修事業を実施することにより、認

定行為業務従事者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,664 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

21,109 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,555 

民 (千円) 

21,109 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

31,664 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 31,664 千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

介護職員等たん吸引等研修事業 

（登録研修機関初度経費支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 喀痰吸引等登録研修機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

〇 介護職員等が業務上必要な研修を修了し、その資質向上を図

るためには、研修機会の拡大が必要。 

アウトカム指標：研修機会の拡大 

事業の内容 ○ 医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者等への対応強化と介

護職員のキャリアアップや定着促進に資する研修の実施機関

を増設するため、新規開設の研修機関に対し、初度経費を補助

する。  

アウトプット指標 ○ 喀痰吸引等登録研修機関への助成 ２ヶ所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

〇 介護職員等の研修機会の拡大するため、初度経費を補助する

ことにより、登録研修機関の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667 

民 (千円) 

      

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備  考 R3 事業規模 2,000千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

実務者研修等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,420千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護事業者等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護職員の資質の向上やキャリアパス形成を促進するために

は、「実務者研修」等を受講できる職場の体制が必要。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 ○ 介護事業者等が現任職員に「実務者研修」等を受講させるた

め、代替職員を新たに雇用した場合、その雇用に要する人件費

等を助成する。 

アウトプット指標 ○ 実務者研修の受講者数（１２人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 「実務者研修」等を受講するための職場の体制を支援すること

により、「実務者研修」等の受講者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,420 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,280 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,140 

民 (千円) 

 2,280 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,420 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） R3 事業規模（基金充当額） 3,420 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

介護ロボット普及推進事業（普及推進センタ
ーの運営、機器の無償貸与） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

121219千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空
知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、
宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進展により介護サービスに対する需要が増大し、介護

人材の確保が大きな課題となっている中で、依然として高い水準
となっている介護従事者の離職率を低減することが求められる。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 道内の各管内（道北・道東・道央・道南の４地区）それぞれにお
いて、次の事業を実施する。 
① 介護施設等において需要が高い機器について、希望があった
事業所へ無償で貸与（機器の有効性が検証できる期間）し、活用
方法の理解促進、導入効果の検証を実施する 

② 介護施設等を指定公開事業所に位置づけ、導入機器を中心と
した介護ロボット・ICTの視察・見学の受入れを行い、視察・見
学者への講習会を開催する。 

③ 介護従事者や小中高生等を対象に介護ロボット・ICT機器を活

用した移動研修会及び講習会を開催する。 
※ ①～③のいずれについても使用者の評価内容を製造元にフ
ィードバックする。 

アウトプット指標 １地区当たり①９事業所、②５機種、③５箇所 

アウトカムとアウトプット
の関連 

介護ロボット・ICT の普及促進に関する研修を支援し、活用機会
を充実させ、施設等における機器の導入を促進することで、介護従
事者が被介護者に提供する介護業務の負担軽減や効率化を図り、
離職率の低減に資する。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
121,219 

基金充当
額 

（国費） 
における 

公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
80,813 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
40,406 

民 (千円) 
80,813 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
80,813 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
80,813 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模（基金充当額） 128,156 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.23（介護分）】 

福祉人材センター運営事業費 

（潜在的有資格者等再就業促進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

949千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材を安定的に確保するためには、潜在的有資格者等の掘

り起こしが必要。 

アウトカム指標：紹介就職数 

事業の内容 ○ 潜在的有資格者等に対する就労意欲の喚起や再就業を支援

するための講習会等を実施する 

アウトプット指標 ○ 潜在的有資格者の再就職支援講習会 ６回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就職支援講習会及び再就職支援講習会を実施することにより、

潜在有資格者等の掘り起こしを推進し、介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

949 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

633 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

316 

民 (千円) 

633 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

949 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

633 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模（基金充当額） 949 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.24（介護分）】 

潜在的介護職員等活用推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

137,167千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆

振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠

紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（人材派遣会社に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護人材の安定的な確保のためには、潜在的有資格者等の掘り起こしが

必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材受給推計

を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向け１万４千人の人

材を確保） 

事業の内容 ○ 介潜在的有資格者の再就業を促進するため、人材派遣会社を介して、

一定期間、介護保険施設等で就業し、派遣終了後の就職に繋げる。 

※ 派遣終了後、就職に至らなかった者については、本人の意向を確認

した上で、福祉人材センターに登録し、引き続き就職を支援する。 

アウトプット指標 ○ 派遣（就職）者数 １４０人 

 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 職場のミスマッチ及び就職に当たっての人間関係の不安等を解消するこ 

とで潜在的有資格者等を発掘し、介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

137,167 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

91,445 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

45,722 

民 (千円) 

91,445 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

137,167 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

91,445 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模（基金充当額） 146,167 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.25（介護分）】 

離職した介護福祉士等の再就業促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,912千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の安定的な確保のためには、潜在的有資格者等の掘り

起こしが必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材

受給推計を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向

け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 福祉人材センターにおいて、介護事業所等への説明会を行う

など届出制度の周知・普及を図るとともに、離職届出者に対す

る職場体験の開催案内などの情報発信などにより介護福祉士

等の再就業の促進を図る。 

アウトプット指標 ○ 届出制度周知のための介護事業所等への説明の開催回数 

８回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 介護事業所向けの説明会を開催し、離職届出制度の周知・普及

を図り、介護福祉士等が離職時した際の届出の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,912 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,275 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,637 

民 (千円) 

9,275 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

13,91② 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,275 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模（基金充当額） 13,913 千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.26（介護分）】 

認知症対策等総合支援事業 

（開設者・管理者・計画作成担当者・介護
指導者フォローアップ研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託）、札幌市（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

今後、増加が見込まれる認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心
して暮らし続けることができる体制を構築することが必要。 

アウトカム指標：必要な知識を身につけた介護サービス事業所の 

＿＿＿＿＿＿＿：管理者等の増加＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

事業の内容 ○ 介護サービス事業所の管理者等に対して、必要な知識や技術
などを修得するための研修を委託して実施するとともに、札幌
市には補助する。  

アウトプット指標 ○ 開設者 道：３回 
○ 管理者 道：４回 
○ 計画作成担当者 道：４回 
○ 介護指導者フォローアップ  道：２人、札幌市：２人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

業務を遂行する上で必要となる基礎的な知識・技術と、それを

実践する際の考え方等を身につけるための研修を計画的に実施
することにより、認知症介護に携わる介護人材の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

0 
基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 
0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
0 

民 (千円) 
0 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 

0 
うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 4,254千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.27（介護分）】 

認知症対策等総合支援事業 

（かかりつけ医・看護職員・ｻﾎﾟｰﾄ医・病院の医療従事者

研修、ｻﾎﾟｰﾄ医等ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修、初期集中支援ﾁｰﾑ員等研

修、初期集中支援ﾁｰﾑ員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修、認知症地域支援推

進員ﾈｯﾄﾜｰｸ会議、認知症にやさしい地域づくり研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,060千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆振、東胆振、

日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、 

北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託）、札幌市（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ

とができる体制を構築することが必要。 

アウトカム指標：適切な認知症診断の知識・技術等を習得したかかり 

＿＿＿＿＿＿＿：つけ医等の増加 

事業の内容 ○ かかりつけ医、看護職員及び病院勤務の医療従事者が適切な認知症診断の知識・

技術等を習得するとともに、かかりつけ医への助言その他の支援を行う認知症サポ

ート医の養成を一部委託して実施するとともに、札幌市には補助する。 

○ 認知症サポート医のネットワークの形成及び認知症に関する最新かつ実用的な知

識を取得するための研修を委託して実施するとともに、札幌市には補助する。 

○ 認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推進員に対して必要な知識や技

術を習得するための研修等を一部委託して実施するとともに、当事者視点に立った

行政職員向けの研修を実施する。  

アウトプット指標 ○ かかりつけ医    道：１００人×１回＝１００人 

          札幌市：１００人×１回＝１００人 

○ 看護職員      道： ８０人×２回＝１６０人 

○ サポート医     道：２０人、札幌市：１０人 

○ 医療従事者       １６０人×１回＝１６０人 

○ フォローアップ研修 道：１００人×１回＝１００人（本体研修） 

                            ５０人×２回＝１００人（事例検討） 

           札幌市：１００人×１回＝１００人 

○ 初期集中支援チーム員研修 ６０人 

○ 初期集中支援チーム員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 １７９人 

○ 認知症地域支援推進員ネットワーク会議 １４か所：計１７９人  

                                           １か所：１７９人 

○ 認知症にやさしい地域づくり研修 １２０人×１回＝１２０人 

○ オレンジ・チューター養成研修 ３人×１回＝３人 

○ チームオレンジ・コーディネーター研修 ４０人×３回＝１２０人 

アウトカムとアウトプットの
関連 

かかりつけ医、看護職員及び病院勤務の医療従事者が適切な認知症診断の知識・技

術等を習得するための研修等を計画的に実施するとともに、行政職員及び一般住民向

けの研修を実施することにより、認知症を理解し適切な対応ができる人材の増加を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,060 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

343 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,373 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

687 

民 (千円) 

1,030 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,060 

うち受託事業

等(再掲）(注

2)(千) 

1,030 

その他（Ｃ） 0 

備  考 R3 事業規模 15,702 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.28（介護分）】 

歯科医療従事者認知症対応力向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,007千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 要介護高齢者は、低栄養に陥りやすいことから、在宅歯科医療

により咀嚼・嚥下機能等の口腔機能の維持を図ることが必要。 

アウトカム指標：低栄養傾向（BMI20.0未満）である高齢者の割

合の増加抑制（○28：男性 10.8%、女性 14.9%） 

（国では「BMI20以下」の高齢者の割合増加抑制を目標項目の一

つとして低栄養傾向の高齢者の割合増加抑制を目指している。） 

※補完する指標：人口 10 万人当たりの在宅療養支援歯科診療所

数の増加（R2.12月：5.67 件） 

事業の内容  居宅や施設等で生活する認知症を有する要介護高齢者やその

家族を支援するため、歯科医療従事者に対し認知症ケアの基礎知

識及び歯科診療上で配慮すべき事項を習得するための研修会を

開催する。 

アウトプット指標 ６圏域（２次医療圏ごとに１圏域）において研修を開催する。 

受講者数 ６圏域×３０人＝１８０人（○2 ：３圏域４９人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症の知識を習得した歯科医師の増加により、要介護高齢者

の口腔機能の維持が図られ、低栄養状態の高齢者の増加抑制が期

待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,007 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,338 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

669 

民 (千円) 

1,338 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,007 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,338 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 3,007千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.29（介護分）】 

薬剤師認知症対応力向上研修事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,037千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

・高齢者の約４人に１人が認知症又はその予備群。高齢化の進展
に伴い、認知症の人はさらに増加することが予想される。 
・日ごろから高齢者と関わる機会の多い薬局・薬剤師が、軽度認
知障害患者に早期に気付き、健康相談受付や受診勧奨、関係機関
の紹介などを行うことにより、地域包括ケアシステムの推進に大
きな役割を果たす。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善（認知症に関する基礎
知識を有した薬局・薬剤師の増加） 

事業の内容 〇 薬剤師が認知症患者やその家族を支援するため、認知症の基
礎知識や患者の状況に応じた薬学的管理などの対応法につい
て研修を行う。 

アウトプット指標 ○ 8 地域（実地の場合）またはオンラインで研修会を開催 

○ 受講者数 ３６０人 （実地の場合：8 地域×４５人程度） 

アウトカムとアウトプット
の関連 

薬剤師が認知症患者やその家族を支援するための基礎知識等
を習得することにより、認知症を理解し適切な対応が可能な人材
の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,037 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基金 国（Ａ） (千円) 
691 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
346 

民 (千円) 
691 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,037 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 5,796千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 
事業名 【No.30（介護分）】 

地域包括支援センター機能充実事業 
（センター機能強化・地域支援事業推進支
援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,364 千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 
事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

地域包括支援センターが果たす中心的な役割として、分野を超
えた地域生活課題への総合相談、関係機関との連絡調整等を行う
包括的な支援体制づくり、PDCA サイクルによる事業評価が求め
られているところ。 
これらの役割が、介護保険制度の事業評価の対象となるもので

あることから、機能の充実と地域包括ケアシステムの深化・推進
を図ることが必要。 
アウトカム指標：機能が充実した地域包括支援センター 

事業の内容 ○ 広域的な支援として、センター職員の資質の向上を図るた
め、当該職員を対象とした研修を一部委託して実施する。  

○ 地域ケア会議の運営等への助言指導を行う人材の派遣など
を行い、市町村のさらなる地域包括ケアの推進を図る事業を
実施する。 

○ 保健・医療・福祉の連絡調整や多職種連携など、主任介護支
援専門員として必要な知識の習得及び技能の向上を図る。 

○ 地域に設置する在宅医療・介護連携の相談窓口運営のため、
相談支援に必要な医療と介護の知識及びコーディネート技
術を身につけた支援員を育成する（委託）。 

アウトプット指標 〇センター職員研修 
 受講者数 50名×14 ヶ所＝700名 
○センター意見交換会：45回 
○在宅医療・介護連携コーディネーター育成研修： 

2ヶ所×1回＝2回 
〇広域支援員、専門職の派遣：112回 

アウトカムとアウトプット
の関連 

地域包括支援センターの機能強化や地域ケア会議、関係職員の
資質向上を図るための支援を行うことで、機能の充実が図られ
る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（千円） 
11,364 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
3,258 

基金 国（Ａ） （千円） 
7,576 

都道府県 
（Ｂ） 

（千円） 
3,788 

民 (千円) 
4,318 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
11,364 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
4,318 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 26,267 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.31（介護分）】 

介護予防・生活支援サービス等充実支援事
業（生活支援コーディネーター養成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,543 
千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

介護保険の改正により、高齢者の自立支援と介護予防の堅持が重
視され、市町村には介護予防・生活支援サービスの充実等が求め
られている。 
アウトカム指標：多様な生活支援サービス種別 

事業の内容 ○市町村が配置する生活支援コーディネーターの養成を行うこ
とにより、市町村が主体となって介護予防・生活支援サービス
を充実させることができるよう支援する。 

アウトプット指標 〇コーディネーター研修参加者数：294名（日常生活圏域） 
〇コーディネーターフォローアップ研修受講市町村数： 

179市町村 

アウトカムとアウトプット
の関連 

生活支援コーディネーターの養成に係る研修を行うための市町
村支援を実施することで、ニーズが明らかになり、多様なサービ
スの開発につながる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 
4,543 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
242 

基金 国（Ａ）  (千円) 
3,029 

都道府県 
（Ｂ） 

 (千円) 
1,514 

民  (千円) 
2,786 

計（Ａ＋

Ｂ） 
 (千円) 
4,543 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
2,786 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 7,078千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.32（介護分）】 

食・口腔機能改善専門職等養成事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

922千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

高齢者の自立支援及び介護予防のためには、地域ケア個別会議を
活用し、対象者の生活行為の課題の解決等、状態の改善に導いて
自立を促すことが重要。 
このような地域ケア個別会議を開催するためには、運動・口腔・
栄養等に関する専門的助言を得ることが必要。 

アウトカム指標：歯科衛生士が参画する地域ケア会議を開催する
市町村数の増加 

事業の内容 ○歯科衛生士等に対し、地域ケア会議等において高齢者の栄養の
改善及び口腔機能の向上に係る具体的な専門的助言をするため
の研修を実施し、多職種協働で自立支援と重度化防止に取り組む
ことのできる専門職を養成する。 

○研修受講した歯科衛生士を効率的に活用できるよう、各地域に
おける方策等を検討する地域連絡会を開催する。 

アウトプット指標 ３地域で研修会を開催 

受講者数 １５０人（３地域×５０人）（R２：３地域１１３人） 

アウトカムとアウトプット
の関連 

地域ケア会議等において適切な助言のできる歯科衛生士等が
各地域で増加することは、市町村が多職種協働による地域ケア会
議を開催するための下支えとなる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
922 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
123 

基金 国（Ａ） (千円) 
615 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
307 

民 (千円) 
492 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 

922 
うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

492 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 2,272千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質
向上事業 

事業名 【No.33（介護分）】 

 訪問看護連携強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

地方における慢性的な看護師不足により在宅医療の看護の要
となる訪問看護師の確保・定着は喫緊の課題となっている。地方
の訪問看護は小規模なため、現任教育体制の構築が困難な状況に
ある。また、医療機関と訪問看護の連携を強化し在宅医療や看護
基盤整備を図る必要がある。 

アウトカム指標：訪問看護ステーションの常勤換算看護師数 

事業の内容 ○ 地域看護連携推進会議を道及び道立保健所で開催し、地域に
おける看護連携推進の課題及び解決策を検討する。 

 

アウトプット指標 ○ 地域看護連携推進会議開催箇所数  26カ所 

 

アウトカムとアウトプット
の関連 

 訪問看護人材育成推進協議会及び地域看護連携推進会議の開
催により、訪問看護の人材育成上の課題や地域の看護連携の課題
を検討し、訪問看護の人材育成体制の充実や各地域特性に応じた
看護連携の充実を図ることにより人材確保につながる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
0 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基金 国（Ａ） (千円) 
0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
0 

民 (千円) 
0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

0 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 4,381千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.34（介護分）】 

看護職員等研修事業（看護管理研修事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,845千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護技術の高度専門化がすすみ、在宅医療が推進される中、看

護職員が社会情勢の変化に対応し、役割発揮できるための看護管

理機能、また社会情勢や医療環境の変化に応じた各地域における

看護管理に係る資質向上への取組の継続が必要とされている。 

アウトカム指標：研修を実施した圏域数 

事業の内容 ○ 介護施設や訪問看護ステーション等の看護管理者等を対象

に在宅療養支援にかかるケアマネジメント力向上のための研

修 

○ 研修企画検討会議を実施 

アウトプット指標 

 

 

〇 企画検討会議実施回数  4 回 

○ 地域別研修会開催箇所数 看護協会地区支部 

22 カ所×1 回 22 回 

○ 課題別研修会開催数   全道域を対象 6 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

企画検討会議において、地域課題に応じた研修を実施すること

により、地域包括ケアシステム構築と在宅医療の推進に向けた看

護管理者の指導力の強化を図る機会を全圏域に保証する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

3,845 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,563 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

1,282 

民  (千円) 

2,563 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 (千円) 

3,845 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,563 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模（R2交付分を含めた基金充当額） 9,851 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.36（介護分）】 

地域リハビリテーション指導者育成等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,552千円 
事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北

網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（一部委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

新たに要介護状態等になる高齢者を減らすため、地域における
介護予防の取組を強化する必要がある。 
アウトカム指標：要介護認定率の減少 

事業の内容 ○ 地域リハビリテーション連携強化研修会 

アドバイザー（リハビリテーション専門職）及び市町村職員等を対象

に、事業の効果に関する研修を行うとともに、専門職の派遣体制等市

町村が活用しやすい方法について協議する。 

○ 住民主体の自主グループ育成支援（現地支援） 

住民主体の自主組織の立ち上げ・活性化に向けて、リハビリ専門職が

現地支援を行う。 

○ 地域づくりによる介護予防推進事業成果報告研修会 

市町村等を対象に、現地支援を受けた市町村、実施したリハビリ専門

職からノウハウや地域課題の解決に寄与した成果等を報告する。 

○ 地域リハビリテーション指導者養成研修 

市町村が実施する介護予防事業又は地域ケア会議の運営等に対し、支

援できるリハビリテーション専門職を養成する。 
アウトプット指標 〇 研修に参加するリハビリテーション専門職数 700人 

〇 地域リハビリテーション連携強化研修会受講リハビリテーション職

又は市町村職員 60 人 

〇 参加者数 30人（1市町村 3地区）×5市町村×5回=延 750人 

〇 事業成果報告研修会受講市町村数 60市町村 

アウトカムとアウトプット
の関連 

研修を受講したリハビリテーション専門職が地域ケア会議や介護予

防事業へ参画することにより、市町村の効果的な介護予防事業が推進

され、対象市町村における住民主体の自主グループの立ち上げ、活性

化により新たに要介護状態となる高齢者の減少が期待できる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 
4,552 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
121 

基金 国（Ａ）  (千円) 
3,035 

都道府県 
（Ｂ） 

 (千円) 
1,517 

民  (千円) 
2,913 

計（Ａ＋

Ｂ） 
 (千円) 
4,552 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
2,913 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 14,560 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.35（介護分）】 
訪問看護師確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,782千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

高齢化の進行や地域完結型医療への転換により、今後、需要が
増大する訪問看護人材の確保のため、看護学生や未就業看護師
等、様々なキャリアの看護師に対し、訪問看護師としての就業を
促進するとともに、訪問看護ステーションの離職防止に向けた人
材育成体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標：訪問看護ステーションの常勤換算看護師数 

事業の内容 ○ 訪問看護師人材確保検討会、訪問看護人材確保研修会、訪問
看護人材育成推進協議会、シンポジウムの開催 

○ 新卒訪問看護師等のプログラム作成 
○ 医療機関の看護師が地域の訪問看護ステーションに出向し

訪問看護に従事 

アウトプット指標 〇 訪問看護師人材確保検討会の実施回数   ３回 
〇 訪問看護人材確保研修会の参加者数    20人 
〇 各圏域の実態把握            6圏域 

アウトカムとアウトプット
の関連 

協議会における事業の周知や、訪問看護師の育成体制について
検討することにより、出向対応の実施圏域が増加し、医療介護や
看護の連携強化が図られるとともに、訪問看護師の人材育成体制
の整備が推進されることで、訪問看護人材の確保につながる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（千円） 
9,782 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 

（注１） 

公 (千円) 
0 

基金 国（Ａ） （千円） 
6,521 

都道府県 

（Ｂ） 

（千円） 

3,261 

民 (千円) 

6,521 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
9,782 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
6,521 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備  考 R3 事業規模 12,616 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.37（介護分）】 

権利擁護人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

47,946千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北
空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留
萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道、市町村（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

今後、増加が見込まれる認知症高齢者が、住み慣れた地域で安
心して暮らし続けることができる体制を構築することが必要。 

アウトカム指標：認知症高齢者等の権利擁護を図ることを目的と 
した、市民後見人の増加。 

事業の内容 ○ 介護サービスの利用援助等の支援を行う「生活支援員」及び
身上監護等の支援を行う「市民後見人」の養成研修の実施や、
権利擁護活動を安定的かつ適正に実施するための支援体制の
構築などに係る市町村の取組みに補助するとともに、フォロー
アップ研修の効果的な実施方法の普及及び好事例の共有をす
る市町村職員向けの研修を開催する。 

アウトプット指標 ○ 権利擁護人材養成事業（市町村事業）２５０人 
○ 権利擁護人材養成市町村セミナー（道事業） 

３会場×４０人＝１２０人 

アウトカムとアウトプット
の関連 

身上監護等の支援を行う市民後見人等の養成研修を実施する
ことにより、認知症高齢者等の権利擁護に携わる人材の増加を図
る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
47,946 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
320 

基金 国（Ａ） (千円) 
31,964 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
15,982 

民 (千円) 
31,644 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
47,946 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 65,717千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等導

入支援事業 

事業名 【No.38（介護分）】 

介護職員等研修事業 

（エルダー・メンター制度導入支援研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,951千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北

空知、西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留

萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（社会福祉法人北海道社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の円滑かつ効率的な確保のためには、新人介護職員の

育成と職場定着が必要。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 ○ 新人介護職員の育成と職場定着を促進するため、指導的立場

や中堅職員に対し、エルダー・メンター制度の導入やＯＪＴス

キル向上等に関する研修を開催する。 

アウトプット指標 ○ 研修会の開催（７回） 

○ 受講者数（２１０名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護従事者等を対象に、新人職員の教育に必要な研修等を実施

することで、その資質向上を推進し、職場定着及び離職率の改善

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,951 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,301 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

650 

民 (千円) 

    1,301 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,951 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,301 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 1,951千円  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.39（介護分）】 

介護従事者定着支援事業 

（労働環境改善支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,374千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆

振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠

紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（公益財団法人介護労働安定センターに委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護人材を安定的に確保するためには、就業中の介護職員の離職防止及

び職場定着に向けた職場環境の改善が必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材受給推計

を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向

け１万４千人の人材を確保） 

事業の内容 ○ 労務管理や職場環境改善に係る専門員を配置し、介護事業所等への訪

問や電話等による相談支援を実施するとともに、管理者等を対象とした

雇用管理改善に関するセミナー等を開催する。 

アウトプット指標 ○ 労働環境改善等支援専門員の相談対応件数（２００回） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 環境改善等支援専門員の相談対応で、より専門的な支援が必要な事業所

に対して、社会保険労務士による職場環境の改善を推進し、介護人材の確

保を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,374 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,583 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,791 

民 (千円) 

13,583 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,374 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

13,583 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 20,561 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.40（介護分）】 

外国人介護人材受入研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,710千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆

振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠

紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 北海道（事業者に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護分野における外国人材受入れの機運が高まる中、制度の理解等が十

分に進んでいない介護サービス事業者も見受けられる。 

外国人介護人材の適切な受入のためには、各事業者が正しい認識の下で

受入の検討を進め、労働環境を整備することが必要。 

アウトカム指標：第８期介護保険事業支援計画における介護人材受給推計

を踏まえた人材の確保（令和２年度から令和７年度に向け１万４千人の人

材を確保） 

事業の内容 ○ 外国人介護人材の受入を検討する社会福祉法人等や介護サービス施

設・事業所の理解を促進するため、外国人介護人材の受入に係る制度（在

留資格「介護」、在留資格「特定技能１号」、外国人技能実習制度及びＥ

ＰＡ）に関するセミナー（研修）を実施する。 

アウトプット指標 ○ 研修会の開催（８回） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 研修の開催により、研修参加者である管理者等の外国人介護人材受入に

係る理解を深め、外国人介護人材による介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,710 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,473 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,237 

民 (千円) 

2,473 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,710 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

2,473 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 3,758千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.41（介護分）】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

760,341千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北

網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護施設等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢化の進展により介護サービスに対する需要が増大し、介護人材の

確保が大きな課題となっている中で、依然として高い水準となっている

介護従事者の離職率を低減することが求められる。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 ○ 介護施設等における介護従事者が被介護者に提供する介護業務の

負担軽減や効率化に資する先駆的な取り組みであって、介護施設等の

実情に応じて策定する介護ロボット等導入計画に基づく介護ロボッ

ト・ICT の購入費用に対して助成する。 

アウトプット指標 ○ 介護ロボット等導入事業所数：３６０事業所 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 介護施設等における介護ロボット・ICT の導入を促進することで、介

護従事者が被介護者に提供する介護業務の負担軽減や効率化を図り、離

職率の低減に資する。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

760,341 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

506,894 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

253,447 

民 (千円) 

506,894 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

760,341 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 600,000 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.42（介護分）】 

介護事業所生産性向上推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆

振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠

紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護施設等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢化の進展により介護サービスに対する需要が増大し、介護人材の確

保が大きな課題となっている中で、依然として高い水準となっている介護

従事者の離職率を低減することが求められる。 

アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 ○ 北海道介護現場生産性向上推進会議において、業務改善の取組を普及・

推進する。 

○ コンサルタントの支援により業務改善を図ろうとする事業所に費用の

一部の補助を行う。 

○ 主に事業所を対象としたフォーラムを開催し、モデル事業の横展開や、

事業所における各種取組の紹介、意見交換等を行う。 

アウトプット指標 〇 生産性向上推進会議 ３回 

○ 補助事業者 １４事業所 

〇 情報発信のためのフォーラム １回 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

 モデル事業の横展開することで業務改善に対する機運を醸成し、介護従

事者が被介護者に提供する介護業務の負担軽減や効率化を図り、離職率の

低減に資する。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

0 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

0 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 7,324千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）緊急時介護人材等支援 
（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業所

等のサービス提供体制確保事業 

事業名 【No.43（介護分）】 

社会福祉施設における感染拡大防止対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,354,041千円 
事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、
西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、
北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 介護施設等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護
ニーズ 

新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介
護人材を確保するとともに、介護に従事する者が安心・安全に業務を
行うことができるよう感染症が発生した介護サービス事業所・施設等
の職場環境の復旧・改善を支援する。 
アウトカム指標：  

 
事業の内容 ○ 感染症が発生した介護サービス事業所・施設等の職場環境の復

旧・改善に係る費用を補助する。 
アウトプット指標 ○改善に要した平均日数    １４日 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

 新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介
護人材を確保することで、職場環境の復旧・改善を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,354,041 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
902,694 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
451,347 

民 (千円) 
902,694 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
1,354,041 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 1,354,041 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）子育て支援 
（小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支

援事業 

事業名 【No.44（介護分）】 
介護事業所内保育所運営支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,090千円 
事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、
西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、
北網、遠紋、十勝、釧路、根室 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護
ニーズ 

介護人材の確保・定着を図るには、働きながら子育てができる環境
の構築を進めることが必要。 
アウトカム指標：介護職員の離職率の改善 

事業の内容 ○ 介護事業所内に保育所を設置した場合の運営費を補助する。 

アウトプット指標 ○補助する事業所数（６箇所） 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

 事業所内保育所の運営を支援することで、労働環境を改善し、離職
防止及び再就業の促進、介護従事者の確保・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
10,090 

基金充当
額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
6,727 

基金 国（Ａ） (千円) 
6,727 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
3,363 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
10,090 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備  考 R3 事業規模 12,760 千円 

 

 


